
年 月 日

第 号

～

円

　　工事価格（税抜き）のうち、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の法定の事業者負担額

※　工事請負契約書第４条により提出いたします。

　　本請負代金内訳書に関する異議は、申し立ていたしません。

受 注 者

金額工事区分 工 種 細 目 単 位 数 量 単価

工 期 令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日

請 負 代 金 内 訳 書

請 求 番 号

工 事 名 称

様式１－１

令和

  大阪市長  様

受 注 者

契約年月日 令和　　年　　月　　日

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名



様式１－２

令和　  　 年      月      日

　　 大　阪　市　長 様

受　注　者
所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名

　　次のとおり工事着手を通知します。

記

契 約 年 月 日

請 求 番 号 第 号

工 事 名 称

工 事 場 所

工 事 期 限

［大阪港湾局記載欄］

　　　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　　日

工 事 着 手 通 知 書

　　　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　　日

　



労　災　保　険　加　入　証　明　書

令和　　年　　月　　日

　　労働基準監督署長　様

受　注　者
所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名

　　　次の工事について、大阪市長の労災加入済の事実を報告する必要があります
　　ので、証明願います。

  　　請　求　番　号　 第 号

  　　工　事　名  称　

　　　保険料算定期間 自　　令和　　年　　月　　　日
　　　（工　　　期）至　　令和　　年　　月　　　日

　　　労災保険番号 － －

　　証　　明　　欄

　　　　上記工事について、労災保険加入済であることを証明する。

　　　　　令和　　年　　月　　日

労働基準監督署長

様式１－３

大阪港湾局への提出日 令和　　　年　　　月　　　日



工　　　　　　　　程　　　　　　　　表
請　　　求　　　番　　　号 第 号

工　　　事　　　名　　　称

年月日

工種

　   　令和 　　年　　　月　　　日

　　　     　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 受　注　者

　     　　　大　阪　市　長　様

　（注）工種または種別ごとに契約の日より完了期日までの所要日数をグラフで表すこと。　　　

様
式

１
－

４

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名



請 求 番 号

工 事 名 称

工 事 場 所

契約締結日

 

※１

、

１号

②建設業法第１５条第２号［ 　イ、　ロ、　ハ］※に該当する者

２号に該当する者

年 月 日

　　　　 

様式１－５

現場代理人及び

主 任 技 術 者

 通知書 （当初・変更）
監 理 技 術 者
監 理 技 術 者 補 佐
専 門 技 術 者

第 号

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日

請 負 代 金 額 十億 百万 千 円

完 成 期 限

（取引にかかる消費税及び地方消費税含む）

現 場 代 理 人 （職）氏 名  本工事常駐

 ※１ 主 任 技 術 者 （職）氏 名
本工事専任

他の工事と兼任

 ※２ 監 理 技 術 者 （職）氏 名
本工事専任

他の工事と兼任

        専 門 技 術 者 （職）氏 名
本工事専任

他の工事と兼任

 監理技術者補佐 （職）氏 名  本工事専任

上 記 の と お り 現 場 代 理 人 等 を 選 任 し ま し た の で 通 知 し ま す 。

な お 、 上 記 主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者 は 建 設 業 法 第 ７ 条

　　イ ※２ 　　イ

で あ る こ と に 相 違 あ り ま せ ん 。

第 ２ 号 　　ロ 第 １ ５ 条 第 ２号 　　ロ

又 は 第 ２ ７ 条 の １ ８ 第 １ 項 に よ り 資 格 者 証 の 交 付 を 受 け た も の で あ り

か つ 過 去 ５ 年 以 内 に 監 理 技 術 者 講 習 を 修 了 し た も の で あ る こ と 、

監 理 技 術 者 補 佐 は

①建設業法第７条第２号［ 　イ、　ロ、　ハ］※に該当し、
　建設業法第２７条の規定に基づく技術検定において一級の
　第一次検定に合格した者

建設業法施行令第２８条

該 当 の 資 格 を 有 す る も の 、

　　ハ 　　ハ

受注者

注  １　□内には、該当する項目に レを記入してください。
 ２　監理技術者資格者証の交付を受けた者を選任するときは、「監理技術者資格者証」「監理技術者講習修了履歴」届出書に資格者証
及び講習修了証のカラーコピーを貼付け提出してください。
 ３　主任技術者、監理技術者補佐及び専門技術者については、受注者との雇用関係を証するものの写しを「受注者に所属することを証す
る書面」届出書に貼付け提出してください。
 ４　現場代理人等について、常駐等を要しない期間がある場合は、備考欄の表記を「本工事常駐（常駐を要しない期間あり）」等とし
     てください。

令和

大阪市長 様
所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名



（参考）
　○建設業法第７条第２号（主任技術者・一般建設業の営業所専任技術者となるための要件）

５年以上

ハ． 主任技術者となりうる国家資格等を取得した者

（各建設業の登録基幹技能者講習を修了した者を含む。）

○建設業法第１５条（監理技術者・特定建設業の営業所専任技術者となるための要件）

・指定建設業（土木・建設・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の７建設業）

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ハ．イと同等以上の能力を有するものと認められる者（国土交通大臣特別認定者）

・指定建設業者以外

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ロ． 主任技術者の要件のいずれかに該当する者のうち、発注者から直接請け負い、

その請負金額の額が４５００万円以上である工事に関して２年以上指導監督的な

実務経験を有する者。

ハ．イ又はロと同等以上の能力と有するものと認められる者

○建設業法第２７条の１８第１項（監理技術者資格者証の交付）

様式１－５ （ 裏面 ）

高等学校の指定学科卒業後

イ． 高等専門学校の指定学科卒業後 ３年以上

大学の指定学科卒業後 ３年以上

ロ． イ以外の学歴の場合 １０年以上



令和　　年　 　月　　　日

　　　　大 阪 市 長　様
受　注　者
所 　 在    地

商号または名称

代  表　者　名

第 号

(元) (新)

(元) (新)

(元) (新)

(元) (新)

(元) (新)

様式１－６

現　場　代　理　人　等　変　更　通　知　書

   先に通知しました現場代理人等について次の理由により変更しますので、工事請負契約書

第１１条に基づき通知します。

請　求　番　号

工  事  名  称

変  更  理  由

現 場 代 理 人

主 任 技 術 者

監 理 技 術 者

［大阪港湾局記載欄］

監理技術者補佐

専 門 技 術 者



（参考）
　○建設業法第７条第２号（主任技術者・一般建設業の営業所専任技術者となるための要件）

５年以上

ハ． 主任技術者となりうる国家資格等を取得した者

（各建設業の登録基幹技能者講習を修了した者を含む。）

○建設業法第１５条（監理技術者・特定建設業の営業所専任技術者となるための要件）

・指定建設業（土木・建設・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の７建設業）

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ハ．イと同等以上の能力を有するものと認められる者（国土交通大臣特別認定者）

・指定建設業者以外

イ． 監理技術者となりうる国家資格等を取得した者（一級資格者）

ロ． 主任技術者の要件のいずれかに該当する者のうち、発注者から直接請け負い、

その請負金額の額が４５００万円以上である工事に関して２年以上指導監督的な

実務経験を有する者。

ハ．イ又はロと同等以上の能力と有するものと認められる者

○建設業法第２７条の１８第１項（監理技術者資格者証の交付）

様式１－６ （ 裏面 ）

高等学校の指定学科卒業後

イ． 高等専門学校の指定学科卒業後 ３年以上

大学の指定学科卒業後 ３年以上

ロ． イ以外の学歴の場合 １０年以上



□ 現　場　代　理　人
□ 主　任　技　術　者
□ 監　理　技　術　者
□ 監理技術者補佐
□ 専　門　技　術　者

専攻科目

（ ）

発　注　者
技術者
の種類

(注)

様式１－７

経　　歴　　書（当初・変更）

ふ　 り　 が　 な

　　　　　年　　　　月　　　　日生
氏　　　　　名

現　 住　 所

最 終 学 歴 　　　　年　　　月　　　日　卒業

法 令 等 に
　　　　年　　　月　　　日　取得

よ る 免 許

職　　　　　歴

自

至

自

至

自

至

工
　
　
事
　
　
経
　
　
歴

工　　　　　事　　　　　名 備　　考

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

    　　　  　年度

４　営業所における経営業務管理者、営業所専任の技術者は、現場代理人及び現場代理人を兼ねる

　　主任技術者にはなれません。

    　　　  　年度

１　□内には、該当する項目にレを記入してください。

２　最終学歴は、専攻科目まで記載してください。

３　技術者の種類には、現場代理人、主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐、専門技術者、監督員等を

　　記入してください。



　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　大 阪 市 長　様

受　注　者　
所　　在　　地

商号または名称

代  表  者  名

　工 事 名 称 　請求番号

　契約締結日 　完成期限

  監理技術者氏名

　　　　　※

（注）　「監理技術者資格者証」「監理技術者講習修了証」の写しは、カラーコピーしたものを貼付けてください。

　　　　なお、表示内容がはっきりと読み取れる様にコピーしてください。

「監理技術者講習修了証」について、平成

様式１－８

「 監理技術者資格者証 」
届出書（当初・変更）

「監理技術者講習修了証」

本工事の監理技術者を建設業法第２６条第５項により次のとおり届け出します。

第　　　　　　号　　

　令和　　　 年　　 　月 　　　日 　令和　　　 年　　 　月 　　　日

　「監理技術者資格者証」貼付（表面） 「監理技術者資格者証」貼付（裏面）

係る修了証の写しとします。

１６年３月１日以降に交付された資格者証
　　※ を所持している者のみ貼付けてください。

　「監理技術者講習修了証」貼付（表面）
ただし、平成１６年２月２９日以前に指定
講習を受講した者については、指定講習に



　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　大　阪　市　長　様

　　　受　注　者　 所  　在  　地

商号または名称

代　表　者　名

所  　在  　地

商号または名称

代　表　者　名

　工 事 名 称

　契約締結日 　完成期限

□　現場代理人

□　主任技術者

□　監理技術者

□　監理技術者補佐

□　専門技術者

（注）

　　村が作成する住民税特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）のいずれか）の写し

　　（代表者を配置予定技術者とする場合を除く。）

　　を掲示。

　主任技術者等が当該受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であることの証明を提出します。　

請求番号 第　　　　　　　号

令和　　　年　　　月　　　日 令和　　　年　　　月　　　日

４　現場代理人については直接的な雇用関係にある者とする。

１　□内には、該当する項目にレを記入してください。

２　貼付書面として、監理技術者資格者証、健康保険被保険者証（所属建設業者名が記載されて　いるもの。

　　ただし、令和７年12 月１日までの取扱いとする。）　健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届（年金

　　事務所が受け付けたことの分かるもの）、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、市町

３　現場代理人、主任技術者等の同一性の把握は、運転免許証等で氏名と生年月日と住所を確認できるもの

様式１－９

「受注者に所属することを証する書面」届出書（当初・変更）

下 請 業 者　
専門技術者が

下請業者の場合



様式１－１０

　　　大　阪　市　長　様

第 号

  　施工体制台帳及び施工体系図

　　工事担当技術者台帳

請　　求　　番　　号

下　請　負　契　約　通　知　書

         令和　　 年 　　月　 　日

受　注　者

　工事請負契約書第８条に基づき、次のとおり下請負契約が整いましたので通知しま
す。
　なお、下請業者は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間中
ではありません。また、工事に関する調整、指導、監督については当社において一切
の責任をもって行います。

記

工　　事　　名　　称

工　　事　　場　　所

添　　付　　書　　類

［大阪港湾局記載欄］

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名



　　　大　阪　市　長　様

受　注　者

第 号

  　施工体制台帳及び施工体系図

　　工事担当技術者台帳

請  求  番  号

様式１－１１

下　請　負　契　約　変　更　通　知　書

         令和　　 年 　　月　 　日

　先に通知しました下請負契約が次の理由により変更しますので、工事請負契約書第
８条に基づき通知します。
　なお、下請業者は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間中
ではありません。また、工事に関する調整、指導、監督については当社において一切
の責任をもって行います。

記

工　　事　　名　　称

変　　更　　理　　由

添　　付　　書　　類

［大阪港湾局記載欄］

所 在 地

商号または

名 称

代 表 者 名



受注者

施　　工　　体　　制　　台　　帳

所　在　地

商号または
名      称
代 表 者 名 様

式
１

－
１

２



様式１－１３

令和 年 月 日

<<下請業者に関する事項>>

－ － )

自

至

自

至

１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

資格内容 資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

監理技術者
補　佐　名

資格内容

専　門
技術者名

専　門
技術者名

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

監理技術者
名

専任
非専任

資格内容

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

監督員名
権限及び意見

申出方法

１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

担当工事内容
下請契約

※専門技術者名

事業所
整理記号

等

区　分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 資 格 内 容
元請契約

権限及び
意見申出方法 安全衛生推進者名

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 ※主任技術者名
専　任
非専任 雇用管理責任者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外 資 格 内 容

下請契約 現場代理人名

雇用保険

契　約
営業所

区分 名　　　称 住　　　所

元請契約

安全衛生責任者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

年 月 日 健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険

工事業 知事　一般
年 月 日

工　期
令和 年 月 日

契約日 令和

号 年　　月　　日　発注者名
及　び
住　所

〒 工事業 知事　一般

雇用保険

令和 年 月 日
加入　　未加入

適用除外

工事名称
及　び

工事内容
工事業 知事　一般

大臣　特定

第

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号

建設業の
許　可

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 工事名称
及び

工事内容
大臣　特定

第

契約日 令和
年 月 日

工事業

大臣　特定

許可（更新）年月日

大臣　特定

第

号 年　　月　　日　
令和

工　期
令和 年 月 日

号 年　　月　　日　

知事　一般

第 号 年　　月　　日　

施　工　体　制　台　帳
会社名 代表者名

[ 会 社 名 ]
住　　所
電話番号

〒

[事業所名]

（TEL



様式１－１３

施工体制台帳（記入要領）

1

2

3

4

5

6

①

②

③

④

⑤

7

9

1

2

3

主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいづれかに○印を付すること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の場合等でその工事に含まれる専門工事を施工す
るために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者として
の資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)複数の専門工事を施工するために複
数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。

主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記入する)
(1)経験年数による場合
 1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
 2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
 3)その他           10年以上の実務経験
(2)資格等による場合
 1)建設業法「技術検定」
 2)建築士法「建築士試験」
 3)技術士法「技術士試験」
 4)電気工事士法「電気工事士試験」
 5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
 6)消防法「消防設備士試験」
 7)職業能力開発促進法「技能検定」
 8)各建設業の登録基幹技能者講習修了

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の
在留資格を決定された者（以下「特定技能外国人」という。）が当該建設工事に従事する場合
は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

外国人技能実習生の従事の状況について

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]

１号特定技能外国人の従事の状況について

この様式は元請が作成し、一次下請業者を通じて報告される再下請負通知書（様式第１号ー
甲）を添付することにより、一次下請業者別の施工体制台帳として利用する。

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付す
ることにより記載を省略することができる。

監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けるこ
と。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工
するために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合
は専門技術者を兼ねることができる。)

監理技術者又は主任技術者及び専門技術者について次のものを添付すること。
①資格を証するものの写し　②自社従業員である証明書類の写し（従業員証、健康保険証）

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない
場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は
「未加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用
が除外される場合は「適用除外」に○を付けること。

元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所につ
いて記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合に
は、下請契約の欄に「同上」と記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記
載すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載
すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に
係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場
合は、本店の労働保険番号を記載すること。



作　　業　　員　　名　　簿 様式１－１４

工事名称 令和　　年　　月　　日

受注者名 ○次下請名

ふりがな 生年月日

氏　　名 年　齢

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

年　月　日 加入済 加入済 受講済

歳 未加入 未加入 未受講

保有資格（任意）番号 職種
社会保険の
加入状況

中小企業退職金共
済・建設業退職金
共済の加入状況

安全衛生教育の
受講状況

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



様式１－１５

令和 年 月 日

再　下　請　負　通　知　書 <<再下請負関係>>

再下請負業者及び再下請負契約関係について次にとおり報告いたします。

　【報告下請負業者】

－ － )

自

至

<<自社に関する事項>>

自

至

１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

※主任技術者名
専　任
非専任

資 格 内 容

資 格 内 容 担当工事内容

現場代理人名 雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

※専門技術者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

担当工事内容

監 督 員 名 安全衛生責任者名
１号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　無

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無 ※専門技術者名

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 資 格 内 容

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　無

権限及び
意見申出方法 安全衛生推進者名

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 ※主任技術者名
専　任
非専任 雇用管理責任者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外 資 格 内 容

工事業 知事　一般 現場代理人名 安全衛生責任者名

号 年　　月　　日　

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入 加入　　未加入 加入　　未加入

雇用保険

年　　月　　日　
工事業 知事　一般

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般
事業所

整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険

大臣　特定
第

工　期
年　　月　　日　 注文者との

契　約　日
年　　　月　　　日　

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

工事名称
及び

工事内容

大臣　特定

第

大臣　特定

第 号 年　　月　　日　年　　月　　日　

工事業 知事　一般

号

代表者名 工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

工事名称
及び

工事内容元請名称

会 社 名

直近上位
注文者名 住　　所

電話番号

〒

住　　所 （TEL

次
次

会社名 代表者名



様式１－１５

再下請負通知書（記入要領）

1

2

3

1

2

3

4

5

※ [外国人技能実習生の従事の状況の記入要領]

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の
在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。下請負契約又は再下請負契約に係る全ての営業所で各保険の適用
が除外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

※ [１号特定技能外国人の従事の状況の記入要領]

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の
在留資格を決定された者（以下「特定技能外国人」という。）が当該建設工事に従事する場合
は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

下請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請負契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄
を「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載するこ
と。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]

主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいづれかに○印を付すること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の場合等でその工事に含まれる専門工事を施工す
るために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者として
の資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)複数の専門工事を施工するために複
数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。

主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記入する)
(1)経験年数による場合
 1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
 2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
 3)その他           10年以上の実務経験
(2)資格等による場合
 1)建設業法「技術検定」
 2)建築士法「建築士試験」
 3)技術士法「技術士試験」
 4)電気工事士法「電気工事士試験」
 5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
 6)消防法「消防設備士試験」
 7)職業能力開発促進法「技能検定」
 8)各建設業の登録基幹技能者講習修了

※ [健康保険等の加入状況の記入要領]



受注者

施　　工　　体　　系　　図

所　在　地

商号または
名　　  称
代 表 者 名 様
式

１
－

１
６



自

至

担当工事内容
工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日

専門技術者

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

専門技術者 専門技術者 専門技術者

安全衛生責任者

主任技術者 主任技術者 主任技術者 主任技術者

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

工 事 内 容 工 事 内 容

工 事 内 容 工 事 内 容 工 事 内 容

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一般 / 特定の別

会　社　名 会　社　名

一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定

工 事 内 容 工 事 内 容

会　社　名 会　社　名

一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定

工 事 内 容

担当工事
内容

工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

主任技術者

専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者

主任技術者 主任技術者 主任技術者

工 事 内 容 工 事 内 容

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

工 事 内 容 工 事 内 容 工 事 内 容

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

会　社　名 会　社　名

一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定

工 事 内 容 工 事 内 容

（注）一次下請負人となる警備会社については、商号又は名
称、
　　　現場責任者名、工期を記入する。 会　社　名 会　社　名

一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別

工 事 内 容

担当工事
内容

工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

主任技術者

専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者

主任技術者 主任技術者 主任技術者

工 事 内 容 工 事 内 容

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

副　会　長
工 事 内 容 工 事 内 容

一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定

工 事 内 容

工 事 内 容 工 事 内 容

会　　　長
統括安全衛生責任者

会　社　名 会　社　名

書　　　記 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

会　社　名 会　社　名

工 事 内 容

担当工事
内容

工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日 ～　　年 　月 　日

主任技術者

専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者
専門技術者名

主任技術者 主任技術者 主任技術者

元方安全衛生管理者
担当工事

内容
担当工事

内容
担当工事

内容

担当工事内容 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

専門技術者名 工 事 内 容 工 事 内 容 工 事 内 容 工 事 内 容

監理技術者補佐名 一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別 一般 / 特定

監理技術者名
主任技術者名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

会　社　名

監 督 員 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

会　社　名 会　社　名元 請 名 会　社　名

代 表 者 名

様式１－１７

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

発 注 者 名
工期

年　　月　　日　

工 事 名 称 年　　月　　日　



工事名称 工事担当技術者台帳

元請会社名

資格内容

資格内容

【注意事項】

※ 添付する写真は、
縦　　3ｃｍ
横　　2.5ｃｍ
程度の大きさとし、
顔が判別できるものとする。

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

担当工事内容
　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

会社名

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容
主任技術者名

会社名 会社名 会社名
主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

担当工事内容
　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

会社名
主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名
会社名 会社名 会社名

　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

監理技術者名・主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名
資格内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

【写真添付欄】
【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

元請会社名 会社名 会社名

元請会社名
監理技術者補佐名

【写真添付欄】

様式１－１８

会社名 会社名

　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任 　　　専任　 　・　　　　非専任

主任技術者名 主任技術者名

会社名 会社名

主任技術者名現場代理人 主任技術者名
会社名 会社名

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容



様式1－１９

緊　急　連　絡　先　通　知　書

       令和　 　年　 　月　 　日

所　在　地

受 注 者 商号または

名　　　称

代 表 者 名

1 請 求 番 号 第　　　　　　　　　号

2 工 事 名 称

3 工 事 場 所

4 工 期   令和  　　年　  　月 　 　日   ～   令和  　　年  　　月  　　日

5 現場代理人

6 連 絡 先 　（会 　　　 　社)

　（現 場 事 務 所)

　（現 場 代 理 人） 携 帯 電 話　　

7 緊急連絡先

　　　　　１）　昼　間 （平日）

氏　　　　　　名 職　　　　名 Ｔ　　　Ｅ　　　Ｌ 備　　　考

　　　　　２）  夜  間 （平日）及 び 日 曜 ・ 祝 日 等

氏　　　　　　名 職　　　　名 Ｔ　　　Ｅ　　　Ｌ 備　　　考

大　阪　市　長　様



（□契約締結時・□契約変更時・

　□その他事後購入時）　

請 求 番 号 第　　　　　　　　　号

工 事 名 称

受 注 者

契 約 日 期 限

契 約 番 号 契 約 変 更 日

請 負 金 額 締結時 円　　　　変更後 円

（税込）

証 紙 購 入 枚 数 枚

枚　　 枚　　　計 枚

　（変更時：これまでの購入総計　　　　　　　　　　　　枚）

購 入 枚 数

の 根 拠

　契約締結後１か月

　以内に収納書を提

　出できない場合

共 済 証 紙 を

購 入 し な い 理 由

　※・掛金収納書を提出する際に併せて提出してください。　

　　 ・契約締結後１か月以内に掛金収納書を提出できない事情があるときは、その理由等を

　　　 記入の上、提出してください。

　　  ・証紙を購入しない場合もその理由を記入の上、提出してください。

　□②当初購入した共済証紙で対応できると判断したため（契約変更時）

　□③その他

　　

　　　　・労働者の建退共制度加入率　　　　　　 　　　％

　□③その他

　・その理由

　　

　・証紙購入予定時期　　　　令和　　　年　　　月頃

　□①自社退職金制度等他の退職金制度対象労働者のみ使用するため

　□②勤労者退職金共済機構が示す証紙購入の考え方を参考

様式１－２０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和  　　年　 　 月　 　日提出）

令和　　　年　　　月　　　日 令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号 令和　　　年　　　月　　　日

　□①建退共制度対象労働者の延べ就労予定日数による

共済証紙購入枚数説明書  

（うち今回変更分                              円） 

１日券 

１０日券 １日券換算 



様式１－２１

令和 年 月 日

様

　下記のとおり証紙を購入したので当該掛金収納書を添付して報告します。

共済証紙購入金額 ￥

掛金収納書を貼る（契約者から発注者用）

(注) 添付する掛け金収納書は中小企業主に雇われる場合は赤色、
大手事業主に雇われる場合は青色

代 表 者 名

建設業退職金共済組合証紙購入報告

工事名称 工　　期

契約年月日 請負金額

名　　　称

建設業退職金共済制度の掛金収納書

（受注者） 所　在　地

商号または



様式１－２２

□ 発注者 □ 受注者 令和 年 月 日

□ 指示 □ 協議 □ 通知 □ 報告 □ 提出

□ その他 （ ）

添付図 葉、その他添付図書

　上記について □ 指示 □ 承諾 □ 協議 □ 提出 □ 受理 します。

□ その他

令和　　年　　月　　日

　上記について □ 指示 □ 承諾 □ 協議 □ 提出 □ 受理 します。

□ その他

令和　　年　　月　　日

　
□
　
発
注
者

処
理

・

□
　
受
注
者

回
答

（内容）

工 事 打 合 せ 簿
発議者 発議年月日

発議事項

工事名称

担当者係 長

監 督 職 員



様式１－２３

請 求 番 号 ： 第　　　　　　　　　号

工 事 名 称 ：

立会年月日 ： 令和    年    月    日

施 工 箇 所 ： 　　区

施工内容 ・ 数　量

施工予定年月日 ： 令和     年     月     日  ～  令和     年     月     日

位置図・施工図

現 場 立 会 書



様式１－２４

工 事 使 用 材 料 一 覧 表

　　　　令和　　年　　月　　日

第　　　　　　　　　号

番号 使用材料名 製造者名･産地名 品質規格 設計数量 適用工種 備 考

(注)工事使用材料一覧表提出に際し、各種材料の品質規格証明書、品質試験成績書、
　  検査成績書等の品質を判定できる資料を添付すること。

　請　求　番　号

　工　事　名　称

　受　　注　　者



使  用　材　料　承　諾　願

 　令和　　 年 　　月 　　日

大阪港湾局長　様

受　注　者

現場代理人　　

　次 の と お り 材 料 を 使 用 し た い の で 承 諾 を 願 い ま す 。

記

　１　請 求 番 号 第　　　　　　　　　号

　２　工 事 名 称

　３　材 　料　 名

　４　材　 質　 等

　５　会　 社　 名

　上 記 の 材 料 使 用 を 承 諾 し ま す 。

監　督  職  員

氏　　名

様式１－２５

令　和　　　　　年　　　　　月　　　　　日



様式１－２６

 　令和　　年　　月　　日

大阪港湾局長　様

受　注　者

現場代理人

　次 の 件 に つ い て 、承 諾 を 願 い ま す 。

記

　１　請 求 番 号 第　　　　　　　　　号

　２　工 事 名 称

　３　件 　　　名

　４　記 　　　事

　上 記 の 内 容 を 承 諾 し ま す 。

監　督  職  員

氏　　名

承　諾　願

令　和　　　　　年　　　　　月　　　　　日



様式１－２７

 　令和　　年　　月　　日

大阪港湾局長　様

受　注　者

現場代理人

　次 の と お り 施 工 を 行 い た い の で 承 諾 を 願 い ま す 。

　１　工 事 名 称

　２　工 　　　種

　３　変 更 理 由

　上 記 の 施 工 に つ い て 承 諾 し ま す 。

監　督  職  員

氏　　名

施　工　承　諾　願

記

令　和　　　　　年　　　　　月　　　　　日



様式１－２８

  大　阪　市　長　様

記

第 号

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

課長 課長代理 担当係長 係員

上 欄 の 前 払 申 請 を 承 認 す る も の と す る 。 令和　　　年　　　月　　　日

完 成 期 限

請 負 金 額 ￥○○○，○○○，○○○－

前 払 金 額
￥○○，○○○，○○○－

請 負 金 額
　　の  　　　　%（万円未満切捨て）

出来高予定額

契 約 日

着 工 期 日

次 の 工 事 等 請 負 契 約 に つ い て 下 記 に よ り 前 払 金 を お 支 払 い 下 さ る よ う 別 紙の
○ ○ ○ 建 設 業 保 証 株 式 会 社 発 行 の 保 証 証 書 を 添 え て 申 請 致 し ま す 。

工 事 等 名 称

契 約 番 号

氏名又は代表者氏名

工 事 等 前 払 金 申 請 書
令和　　　年　　　月　　　日

住 所 又 は
事 務 所 所 在 地
商 号 又 は 名 称



様式１－２９

～

（ 月分）

（記事欄）

注１) 予定工程は完成までの月間予定として作業工種と工事進捗率を記入。

なお、工種が多い場合は施工予定位置(数量含)と工種をまとめて表現できる内容を記入。 

記載例､○階 躯体工事､△階仕上げ工事 等

注２) 実施工程は当該報告月までの工事進捗率を記入。

注３) ※には、予定工程と実施工程の差と備考にその理由を記入。

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

令和　　年　　月 （　　）

日付 令和　　年　　月　　日　提出

月　　別
予定工程　％

（　）は工程変更後
実施工程　％（※） 備　　考

令和　　年　　月 （　　）

工　事　履　行　報　告　書

工事名

工期

監 督
補助者

補 助
監督職員

監督職員



【元請負人（契約相手方）用】                        様式 1－30    

誓  約  書 

 私は、大阪市が大阪市暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪市暴力団排除条例施

行規則（以下「規則」という。）に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利す

ることとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していること

を承知したうえで、次の事項を誓約します。  

 

１ 条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。 

２ 

条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪市

から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿

等）により提出します。 

３ 
本誓約書その他の提出した書面等が、大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同

意します。 

４ 

私が条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者に該当する事業者であると大阪市

が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合には、大阪市が

条例及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、大阪市電子調達システム等におい

て、その旨を公表することに同意します。 

５ 
私が条例第７条第１号に規定する下請負人を使用する場合は、これら下請負人から誓約

書を徴収し、当該誓約書を大阪市に提出します。 

６ 
私が使用する条例第７条第２号に規定する者について、大阪市からこれらの者の誓約書

の提出を求められたときは、当該誓約書を徴収し、大阪市に提出します。 

７ 

私が使用する条例第７条各号に規定する下請負人等が、条例第２条第２号又は規則第３

条各号に該当する事業者であると大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の

調査により判明し、大阪市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の

解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。 

 

 
案件名称：                                     

 
大阪市契約担当者 様 

 
年  月  日 

所 在 地 
（フリガナ） 

商号又は名称 
（フリガナ） 

代表者の氏名 

  
代表者の生年月日         年  月  日生 

 
受 任 者 名 



（参 考） 

○大阪市暴力団排除条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○大阪市暴力団排除条例施行規則（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除に関する措置） 

第８条 市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払い等に係る入札に参加する

ために必要な資格を与えないこと 

(2) 入札の参加者の資格を有する者（以下「有資格者」という。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

れた場合には、当該有資格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと 

(3) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、必要に応じ、その旨を公表すること 

(4) 公共工事等に係る入札の参加者の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１

年を経過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に

準ずる措置 

(5) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者を契約の相手方としないこと 

(6) 公共工事等及び売払い等の契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、当該公

共工事等及び売払い等の契約を解除すること 

(7) 公共工事等の下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、契約相手方に対して、

当該下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、契約

相手方との当該公共工事等の契約を解除すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために必要な措置 

２ 市長は、前項各号（第３号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、契約相手方及び下請負人

等に対し、これらの者が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告等を求めることが

できる。 

３ 市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めるときは、その旨を公表するこ

とができる。 

（暴力団密接関係者） 

第３条 条例第２条第３号の市規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者 

(2) 暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その 

他の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者 

(3) 前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと 

なる相当の対償のない利益の供与をした者 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(5) 事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は 

前各号のいずれかに該当する者のあるもの 

ア 事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他のいかな 

る名称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者 

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。） 

イ 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所 

その他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

  ウ 営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、 

それらと同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為を 

する権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

  エ 事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

(6) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、公共工事等に係る下請契約、資材 

又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者 

 



【下請負人等用】                              様式 1－30  

誓  約  書 

私は、大阪市が大阪市暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪市暴力団排除条例施行

規則（以下「規則」という。）に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利する

こととならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを

承知したうえで、次の事項を誓約します。 

 

 
案件名称：                                       

                                          
元請負人（大阪市の契約の相手方）：                           

                                             
直接の契約の相手方：                                  

 
大阪市契約担当者 様 

 
年  月  日 

所 在 地 
（フリガナ） 

商号又は名称 
（フリガナ） 

代表者の氏名 

  
代表者の生年月日         年  月  日生 

１ 条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。 

２ 

条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪市 

から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿 

等）により提出します。 

３ 
本誓約書その他の提出した書面等が、元請負人を通じて大阪市へ提出されること及び

大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同意します。 

４ 

私が条例第２条第２号又は規則第３条各号に該当する事業者であると大阪市が大阪府

警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合には、大阪市が条例及

び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、大阪市電子調達システム等において、

その旨を公表することに同意します。 

５ 
私が条例第７条第１号に規定する下請負人を使用する場合は、これら下請負人から誓

約書を徴収し、元請負人を通じて当該誓約書を大阪市に提出します。 

６ 

私が使用する条例第７条第２号に規定する者について、大阪市からこれらの者の誓約

書の提出を求められたときは、当該誓約書を徴収し、元請負人を通じて大阪市に提出し

ます。 

７ 

私が使用する条例第７条各号に規定する下請負人等が、条例第２条第２号又は規則第

３条各号に該当する事業者であると大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪

市の調査により判明し、大阪市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契

約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。 



（参 考） 

○大阪市暴力団排除条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○大阪市暴力団排除条例施行規則（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  
 
 
 

（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除に関する措置） 

第８条 市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払い等に係る入札に参加するため

に必要な資格を与えないこと 

(2) 入札の参加者の資格を有する者（以下「有資格者」という。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた

場合には、当該有資格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと 

(3) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、必要に応じ、その旨を公表すること 

(4) 公共工事等に係る入札の参加者の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１年を経

過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に準ずる措置 

(5) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者を契約の相手方としないこと 

(6) 公共工事等及び売払い等の契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、当該公共工

事等及び売払い等の契約を解除すること 

(7) 公共工事等の下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、契約相手方に対して、当該

下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、契約相手方と

の当該公共工事等の契約を解除すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために必要な措置 

２ 市長は、前項各号（第３号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、契約相手方及び下請負人等に

対し、これらの者が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告等を求めることができる。 

３ 市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めるときは、その旨を公表することが

できる。 

（暴力団密接関係者） 

第３条 条例第２条第３号の市規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者 

(2) 暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その 

他の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者 

(3) 前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと 

なる相当の対償のない利益の供与をした者 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(5) 事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は前各

号のいずれかに該当する者のあるもの 

ア 事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他のいかなる名

称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以

上の支配力を有するものと認められる者を含む。） 

イ 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その

他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

  ウ 営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、 

それらと同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をする

権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

  エ 事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

(6) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、公共工事等に係る下請契約、資材 

又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者 

 



 【売払い等用】                              様式 1－30 

誓  約  書 

 

私は、大阪市が大阪市暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪市暴力団排除条例施行

規則（以下「規則」という。）に基づき、「         」から、暴力団を利することとな

らないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを承知した

うえで、次の事項を誓約します。   

 

 

 
（物件の表示）：                                  

 

 

 
大阪市契約担当者 様 

 
   年  月  日 

 所 在 地 
（フリガナ） 

商号又は名称 
（フリガナ） 

代表者の氏名 

  
代表者の生年月日         年  月  日生 

 

 

 
※「 」書きについては、不動産の売払い、不動産の貸付け、物品の売払い及び物品の貸付けなど契

約により内容が異なりますので、各契約担当で誓約書を受け取ってください。 

 

 

 

１ 
「        」に際して、条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の

いずれにも該当しません。 

２ 

条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪 

市から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員 

名簿等）により提出します。 

３ 
本誓約書その他の提出した書面等が、大阪市から大阪府警察本部に提供されることに

同意します。 

４ 

私が条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者に該当する者であると大阪市が

大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合は、大阪市が条

例及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、大阪市電子調達システム等におい

て、その旨を公表することに同意します。 



（参 考） 

○大阪市暴力団排除条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○大阪市暴力団排除条例施行規則（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除に関する措置） 

第８条 市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払い等に係る入札に参加するために

必要な資格を与えないこと 

(2) 入札の参加者の資格を有する者（以下「有資格者」という。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場

合には、当該有資格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと 

(3) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、必要に応じ、その旨を公表すること 

(4) 公共工事等に係る入札の参加者の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１年を経

過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に準ずる措置 

(5) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者を契約の相手方としないこと 

(6) 公共工事等及び売払い等の契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、当該公共工事

等及び売払い等の契約を解除すること 

(7) 公共工事等の下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、契約相手方に対して、当該

下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、契約相手方と

の当該公共工事等の契約を解除すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために必要な措置 

２ 市長は、前項各号（第３号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、契約相手方及び下請負人等に

対し、これらの者が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告等を求めることができる。 

３ 市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めるときは、その旨を公表することがで

きる。 

（暴力団密接関係者） 

第３条 条例第２条第３号の市規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者 

(2) 暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その 

他の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者 

(3) 前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと 

なる相当の対償のない利益の供与をした者 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(5) 事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は 

前各号のいずれかに該当する者のあるもの 

ア 事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他のいかな 

る名称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者 

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。） 

イ 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所 

その他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

  ウ 営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、 

それらと同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為を 

する権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

  エ 事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

(6) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、公共工事等に係る下請契約、資材 

又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者 

 



 
役 員 等 に 関 す る 調 書 

 

役職名 
フ リ ガ ナ 

氏  名 生年月日 性別 住   所 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 
 

大・昭・平・西暦 
    .    . 

男 
女 

 
 

 

 



様式　1－31

（当初・変更）

大阪市長様

所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名

　　下記の期間について、工事請負契約書第11条第3項及び「監理技術者制度運用マニュ
　アル」の規定により、現場代理人の常駐、監理技術者等の専任を要しない期間について、
　監督職員との協議のうえ確認しましたので報告します。

記

契 約 年 月 日

請 求 番 号 第 号

工 事 名 称

契 約 期 間

現場代理人氏名

常駐を要しない期間

監理・主任 技術者氏名

専任を要しない期間

常駐(専任)を要しない
理由

［大阪港湾局記載欄］

（注)　・現場代理人が常駐を要しない期間において、他の常駐を要しない工事を兼務する場合は、兼務承諾願を

　　　提出すること。

令和　　年　　月　　日

　を要しない期間について

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

令和　年　月　日

現場代理人の常駐

主任技術者の専任

監理技術者の専任

受 注 者

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日～

　　　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　　日



様式　1－32

大阪市長様

所　　在　　地

商号または名称

代　表　者　名

　　本工事において、現場代理人を常駐を要しない期間において、下記のとおり兼務させた
　いので承諾を願います。

記

契 約 年 月 日

請 求 番 号 第 号

工 事 名 称

工 事 場 所

契 約 期 間

現場代理人氏名

常駐を要しない期間

［大阪港湾局記載欄］

(注)　兼務する他の常駐を要しない工事において、常駐を要しない期間について発注者と確認している書面など

　　　を添付すること。

～

現場代理人が常駐を要しない期間において、現場代理人として兼務する他の常駐を要しない工事

常駐を要しない期間発注者

令和　年　月　日～令和　年　月　日令和　年　月　日～令和　年　月　日

令和　年　月　日～令和　年　月　日令和　年　月　日～令和　年　月　日

令和　年　月　日

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

契約期間

現場代理人の兼務承諾願

受 注 者

　　　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　　日

令和　　年　　月　　日

令和　年　月　日～令和　年　月　日令和　年　月　日～令和　年　月　日

工事名称

令和　　年　　月　　日



 

 

 

社会保険未加入状況報告書 

 

令和  年  月  日 

 

 

大阪港湾局長 様 

 

受注者 所在地 

    商号又は名称          

    代表者氏名 

 

 

次の工事について、下請負人のうち、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の一部又は全

部に、建設事業者として未加入の者がありますので、次のとおり報告します。 

なお、本書に記載する下請負人に対し、当該下請負人が社会保険に未加入である旨を、大

阪市が社会保険担当機関に通報することについて、周知しています。 

 

記 

 

 

工事名  

工 期  

工事場所  

未加入者 別紙のとおり 

 

様式１－３３ 



 

 

別紙 

社会保険未加入状況報告書                

番

号 
商号又は名称 

商号又は名称 

フリガナ（全角） 
営業所名 代表者名 所在地 電話番号 

未加入保険の種別 

未加入のものを 
○で囲む 

備考 

１       

雇用保険 

健康保険 

厚生年金保険 

 

２       

雇用保険 

健康保険 

厚生年金保険 

 

３       

雇用保険 

健康保険 

厚生年金保険 

 

４       

雇用保険 

健康保険 

厚生年金保険 

 

 

 

○ 受 注 者                        

○ 工事名称                        

○ 工  期                        


